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小売業への投資額は202億3,000万ドル（17.2％）となっている。商業・貿易分
野への投資合計額は507億5,000万ドルであり，投資全体の43.1％を占めている。
これは中国が世界の貿易大国となっていることを示しているともいえる。中国
の貿易輸出入額は2007年度には2,556億ドルであり，1982年度43億ドルの約60
倍に増加した。世界の順位も1982の43位から2007年にアメリカ，英国，ドイツ，
日本に続き，５番目の貿易大国となった⑼。第２に，中国経済のすさまじい発
展に伴う資源の需要が急速に高まり，資源獲得のため，積極的に石油，ガス，
鉱業などの資源分野に投資を拡大している。2007年末の投資額ストックベース
では，１位が中国石油天然気集団公司，２位中国石油化工集団公司，３位中国
海洋石油公司であるように，こうした資源分野への投資は主に大型国有中央企
業によって行われている。第３に，対外貿易の拡大と資源需要の高まりに伴っ
て，海運を中心とする運輸分野への投資が毎年大幅に伸びている。2003年度の
運輸分野への投資額が8,550万ドルであったのに対し，2007年には40億7,000万
337336
─────────────────
⑼　中国国家統計局『改革開放30年報告之十六：国際地位和国際影響発生了根本性的歴史転変』によ
る。
図３　中国の対外直接投資残高の業種別分布
（2007年末のストックベース、単位：億米ドル）
出所：図１に同じ。　　　
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ドルに達した。４年間での増加率が47倍を上回ったのである。第４に，各年度
の金融業への投資統計が公表されていないため，詳細については不明確な点が
多く残っているが，限られた統計数字からは，金融業への投資が急速に伸びて
いることがわかる。例えば，2006年度の投資額は35億3,000万ドルに達しており，
2007年末のストックベースでは金融業への投資額は167億2,000万ドルで，すで
に中国の対外投資総額の14.2％を占めるまでになった。
　次に，投資先の地域においては，図４が示しているように，アジア地域への
投資額は792億2,000万ドルで，全体の67.2％を占めている。ラテン・アメリカ
には247億ドル（20.9％），アフリカと欧州にそれぞれ44億6,000万ドル（各
3.8％），北米へ32億4,000万ドル（2.7％），オセアニアに18億3,000万ドル（1.6％）
を投資した。香港，ケイマン諸島，バージン諸島の三箇所への投資額は922億
2,000万ドルに達し，投資総額の78.2％となり，タックス・ヘイブンの利用が非
常に高いことがわかる。
　そして，投資企業の形態においては，2007年末のストックベースでは国有企
業が依然として投資額においてはトップであり，投資総額の71％を占めている
337336
図４　中国の対外投資先の地域分布
（2007年末のストックベース、単位：億米ドル）
出所：図１に同じ。　　　
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が，前年比10％減，投資総額に占める割合が年々減っている。その一方，有限
責任公司（20.3％），株式会社（5.1％），私営企業（1.2％）などの非国有企業
の投資総額に占める割合は増加し続けている。
　投資主体の地域は，主に高度な経済発展を成し遂げた沿海地域と北京のよう
な主要都市である。首位は広東省であり，72億4,311万ドルが投じられた。続
いて上海が30億2,500万ドル，山東省16億1,400万ドル，北京15億9,200万ドル，
江蘇省11億6,500万ドル，浙江省は11億6,300万が投じられた。さらにグローバ
ル企業の所在地からの投資が非常に目立っている。例えば，ハイアルや海信な
どが本社を置く青島市の投資額（６億9,325万ドル）は山東省投資額の43％を
占めている。一方，深圳市からの投資額だけでも40億271万ドルに達し，広東
省の投資額の55％を超えている。深圳市には華為などの大手企業が林立してお
り，このような地方の大手企業の投資が中国全体の投資を支えていることがわ
かる。
　2007年末までに海外で設立した中国からの進出企業の数は１万社を超えた。
投資業種の割合では，製造業が最も多く，全体の31.8％を占めている。次は卸・
小売業19.4％，賃貸・商業サービス業15.1％，建設業７％，採掘業5.4％，その
他の業種，の順となっている。
４．海外進出に伴うリスク
　海外進出の際，企業側は様々なリスクを考えなければならないが，これまで
中国企業の海外進出の歴史は浅く，経験も乏しいため，企業のリスクに対する
認識と対策は極めて不十分であったと思われる。ここで，幾つかのリスク要因
を次のようにまとめて見ることにする。
　第１に，自然環境などの変化によるリスク。近年の例を見ると，2003年に
SARS が発生し，2008年には中国四川大地震が起きた。その際，外資系進出企
業は程度の違いはあるものの，一定の影響を受けた。また，最近も，これに類
339338
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似した事態が生じている。ジンバブエにコレラが蔓延し始めたのである。国連
人道問題調整事務所（OCHA）の発表によれば，2008年12月３日の時点で，す
でに565人が死亡，発症者は１万1,000人を超えている。さらに，死亡率は発症
者の４分の１以上であるという。12月４日にはジンバブエ政府がついに非常事
態宣言を出した。ジンバブエには，2007年末のストックベースで，中国からの
投資額は5,915万ドルであり，投資金額としてはまだ少ないが，ヨルダン（1,195
万ドル），フィリピン（4,304万ドル），ケニア（5,513万ドル），ベルギー（3,398
万ドル），ニュージーランド（5,117万ドル）などの受け入れの国と比べると，
遥かに多い。このような自然災害や伝染病の蔓延が生じた場合，企業側はどの
ように対処するか，というリスク管理が非常に重要である。さらに，東南アジ
ア地域をはじめ，新型インフルエンザ発生の可能性が年々高まっている。この
地域には中国から巨額の投資が長年にわたって行われている。2007年末のス
トックベースでの投資額は39億5,317万ドルであり，中国特別行政区の香港と
マカオを除くアジア諸国への投資額（95億2,494万ドル）の41.5％を占めている。
自然界の急変はいつ，どこで何が起きるかは予測しがたいとしても，それらが
発生した場合には如何に迅速に対処，問題解決ができるか，事前に対応策を講
じておくべきである。
　第２に，社会，政治環境の不安定によるリスク。近年，石油などの資源を獲
得するため，中国企業はアフリカ諸国などに積極的に進出している。しかし，
一部の国々は政治的にもまだ不安定であり，また社会治安の面においても様々
な問題を抱えている。そのため，多くの中国系進出企業の関係者が海外で被害
を被っている。2007年だけでも，次のよう事件が起きている⑽。
　３月，ナイジェリア駐在の中国企業会社員２名が誘拐された。
　４月，エチオピアの中国の大手石油関連会社「中原油田」の工事現場が武装
339338
─────────────────
⑽　2008年１月10日「南方週末」による。http://www.recordchina.co.jp/group/g14554.html 参照。
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グループに襲撃され，９名死亡，１名負傷，７名が拉致された。
　７月，ニジェールで中国大手企業「中国核工業グループ」の工業会社副社長
が反政府組織に連行された。
　同じ７月にパキスタンで中国人４名が武装グループに襲撃され，１名が負傷
した。
　９月，スーダンで「中国水利水電工程グループ」の職員が相次いで強盗に
あった。
　12月，アルジェリアで起きた自動車爆破襲撃事件で「中国建築工程会社」の
社員７名が負傷した。
　上述したような事例に見られる誘拐事件，テロ事件，騒乱などの突発的な事
件はアフリカだけではなく，アジアの国々でも多発しており，不安定な要素が
増えている。2008年11月に起きたインドのテロ事件，また12月にパキスタンで
起きた爆発テロ事件はその証左である。中国は上述した国々に多額の投資を
行っており，例えば，2007年末のストックベースでは，中国からパキスタンへ
の投資額は10億6,819万ドルに上る。中でも，2007年度の投資額は９億1,063万
ドルで，日本への投資額の23.3倍である⑾。
　第３に，社会・政治システム，国際関係によるリスク。近年，中国企業の幾
つかの海外進出計画は外国政府または議会の審査を受け，その結果「国の安全
保障上の理由」で拒否され，挫折した。この点には中国と相手国の国内政治，
国際政治，国際関係，歴史背景，社会問題など様々な問題が関わっているため，
きわめて難しい課題の１つでもある。下記のような事例はいずれも進出企業側
の国際戦略に大きな影響を及ぼしている。
　2005年，中国海洋石油によるアメリカユノカル社の買収はアメリカ上院議会
で議員の多数の反対で，失敗した⑿。
341340
─────────────────
⑾　商務部　他『2007年度中国対外直接投資統計公報』による。
⑿　励以寧　他主編『2006版中国企業投資分析報告』（経済科学出版社，2006年）205ページ以下。
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　2008年，華為技術は米投資会社ベイン・キャピタル・パートナーズと組んで，
米スリーコム社の買収を計画していたが，米政府の対米外国投資委員会
（CFIUS）が安全保障面での懸念を表明したことにより，結局は断念せざるを
得なかった⒀。なお，華為技術は，2005年にインドへの増資を行なったときに
も，インド政府からの「国家安全上の理由」の関与を受けたことがある。
　このように，中国企業の投資は一企業の単なる投資行為ではなく，中国政府
の行為と見なされて，外国政府の警戒感が今も強まっている。インドの場合は
隣国・パキスタンとの緊張関係が長年にわたり続いていることもあり，さらに
複雑であった。周知のように，パキスタンに対して中国政府は様々な分野で支
援を行ってきた。近年においては中国企業からの投資も急増している。2007年
に，中国企業の対パキスタン投資は対インド投資（2,202万ドル）の41倍を上
回り，ストックベースも，約９倍である。華為技術もパキスタンに大規模な投
資を行ってきた経緯がある。このように，国内政治のみならず，国際関係の面
においても中国企業の投資は関係国政府の神経を尖らせている。
　第４に，企業経営リスク。海外の中国系進出企業は2007年末の時点では，子
会社などの独資形態が95％と圧倒的に多いが，聯営（合弁や資本参入など）形
態はわずか５％に過ぎない。独資は経営しやすいという利点があるのと裏腹
に，親会社からの進出企業に対する制御ができなくなるリスクもある。その典
型的な事例は2004年に起きた「中航油」シンガポール事件である。当時，中国
航空油燃集団の子会社で，シンガポールに進出している中国航油（CAO）シ
ンガポールは石油デリパティプ（金融派生商品）投機による巨額の損失を出し，
破産寸前に追い込まれた。その後の裁判で，取締役らによる不正取引の損失額
は５億ドル以上に上り，ずさんな経営管理であったことが判明した⒁。
341340
─────────────────
⒀　ロイター「米投資会社ベイン，スリーコム買収申請を取り下げ」
　http://jp.reuters.com/article/marketsNews/idJPnTK812659520080221，
　　日経ネット「米社買収断念，コスト上昇などが原因・中国通信機器大手」
　http://www.nikei.co.jp/kaigai/asia/20080224D2M2303024.html 参照。
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　第５に文化，習慣などの違いによるリスク。中国企業が合弁企業など聯営形
態を取る場合，文化の相互理解度が大きなリスクの一要因となることが最近の
研究で明らかになった⒂。ここでいう「文化の相互理解度」とは，お互いの企
業文化，お互いの国の言語，価値観，生活習慣の違い，商習慣の違いなどが含
まれる。一見簡単なことのように見えるが，実際には企業の海外におけるビジ
ネス展開での成否を握る重要な鍵となっている。例えば，TCL は仏アルカテ
ルとの合弁事業において非常に苦い経験を持っている。「すでに説明済みであ
り，お互いに意思統一が図られていると思っていたようなことが，全体会議に
臨むと，実はお互いの認識が全く擦れ違っていた，というようなことが何回も
ありました」と，李東生TCLグループ総裁が指摘しているように，中国企業
は苦戦を強いられている⒃。
５．終わりにー今後の課題と展望
　中国企業の海外進出は，中国経済の高度発展には避けて通ることのできない
道である。近年，中国政府の提唱と奨励政策の実施により，大きな飛躍が見ら
れ，規模もますます拡大している。今後は一層の拡大が予想できよう。この国
際的な投資活動に伴い，中国企業はその管理レベル，開発技術力，国際ルール
に対する理解と遵守，高度な能力を有する管理人材の育成，民族ブランドの創
出および資源の確保など，一連の革新策を実現することができるようになる。
　しかし，中国企業の対外投資には多くの問題と課題が残されている。その中
でも特に以下の３点を強調しておきたい。第１に，中国企業の海外進出はまだ
343342
─────────────────
⒁　「中国航油の取締役と他２人に罰金」（2006年３月２日）http://www.afpbb.com/article/362133。
なお，当該会社の再編については，程苓峰「解密中航油重組」『中国企業家』（2006年第７期）44ペー
ジ以下。
⒂　例えば，尹景春「海外進出中国企業の事例研究─TCLMの欧州進出について─」前掲注⑴77ペー
ジ以下。
⒃　「編集長インタビュー：李東生（TCL集団総裁）中国家電，踊り場の舞い」『Nikkei  Business』
（2005年７月４日号）96ページ以下。
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まだ期間が短く，経験が浅いため，対外投資に伴うリスクを十分に認識する必
要があるという点である。これまで，中国の知名度の高い企業によるM&A
が行われる度に，中国国内のマスメディアによって，「蛇が象を飲み込んだ」
との過剰な賞賛がなされてきたが，その後経営不振に陥ったり，もしくは清算
に追い込まれたりした企業は少なくない。海外進出に当たっては，企業の目的，
戦略，優位性を見定め，更に冷静かつ慎重に計画を進めるべきである。第２に，
中国企業には国際経営に明るい人材が特に不足しているため，経営ノウハウと
総合的統合能力を備えておかないままの進出はきわめて危険であるという点で
ある。いま，海外進出中国企業が最も必要としているのは，国際経営，法律，
国際商習慣やルールを熟知し，外国語にも堪能な企業家と高級管理者の人材で
ある。そして，どうのようにして国内外の優秀な人材を引き付けるか，また，
どのようにして国際的な人材を育成するのかが緊急の課題であろう。第３に，
本稿の４節に触れたリスクに関して，企業はさまざまな事態に対処できるよ
う，徹底的にマネジメントを行い，危機管理体制を強化しておく必要があると
いう点である。この点に関しては，中国政府はすでにこれを重要視し始めてお
り，企業側にもその重要性を認識するよう促している⒄。
　さらに，海外進出中国企業が長期かつ持続的な発展を維持していくには，次
の２点が重要である。まず，企業現地化と現地雇用創出に関する課題である。
　2007年末において，中国系企業は173カ国（地域）で65万8,000人以上の従業
員を雇用していた。しかし，相手国の従業員はその内の29万5,000人に止まり，
雇用人口の44.8％しか占めていない。それに対し，中国からの派遣者は36万
3,000人にも上った⒅。この現状の詳細について，現段階ではまだ不明ではある
343342
─────────────────
⒄　商務部・外交部・国有資産監督管理委員会『関於加強境外中資企業機構與人員安全保護工作的意
見』，国家安全監督管理総局・外交部・商務部・国有資産監督管理委員会『関於加強境外中資企業
安全生産監督管理工作的通知』，商務部・外交部・財政部・国有資産監督管理委員会『関於新形勢
下加強和完善境外中資企業管理的指導意見』など参照。
⒅　商務部『2007年度中国対外直接投資統計公報』参照。
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が，次の可能性は否定できないであろう。つまり海外の優秀な人材または適切
な人材が十分に確保されておらず，企業の現地化は進んでいないということで
ある。先進国企業の製造業を中心とする投資と異なって，中国企業の製造業へ
の投資額はまだ全体の8.1％を占めるのみであるため，多数の労働者を必要と
はしないからであろう。とはいえ，企業の経営者をはじめ，中間管理者さらに
一般社員，労働者まで，本社から派遣される中国人による企業の運営が行われ
ているとすれば，現地の反発は必至である。このような経営の仕方では，企業
の長期的発展にはマイナス影響が出てくるに相違ない。中国企業は進出先の国
や地域，住民にもっと配慮をする必要がある。
　次に，信用と社会責任に関する課題である。上述したように，中国の海外進
出企業は投資先の相手国に税金を納め，雇用人口を増やすことに相当な努力を
払う必要がある。しかしながら，それだけではまだ不十分である。企業は現地
社会の発展と地元の人々の生活の向上にどのような役割を果たすのかを明確に
示す必要がある。これは企業の社会責任の問題であり，企業のモラルの問題で
もある。中国に進出する日系企業の事例を参考にすれば，この重要性が一層明
確になろう。例えば，イオングループは常に北京や青島などの進出先に植林活
動などのボランティア活動を行っている。日本精工や明治製菓は，設備などに
関する中国側の衛生・環境基準を上回る自社独自の基準やマニュアルを設け，
操業している。三社の共通点は環境改善，保全のために，企業は弛まぬ努力を
尽くすという強い方針と姿勢を示しているということである。事実，日本精工
と明治製菓は日本の自社工場に劣らない，むしろ日本にある工場よりも高い基
準と設備を設けて，受け入れ国や地域に心が行き届いた周到な配慮を行ってい
る。その結果，会社としての社会責任を果たすのみならず，地域住民からの高
い信頼を得ることになった。しかし，一方，この問題については，中国企業，
中国社会においては全体の認識が非常に薄く，不足していると言わざるを得な
い。中国国内で早くに起きていた「食の安全」などの問題は，ついに国境を越
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え，国外に波及した。そして，中国製品のイメージが悪くなり，海外の消費者
の「中国製」への不安も高まった。中国製品，中国企業など，「中国」を冠す
るものの信用が揺らぎ始めたのである。今では，一国内でおきた問題が，ただ
ちに海外にも負の連鎖を引き起してしまう時代である。そのため，中国国内の
製品の品質や信用の問題をクリアしなければならないと同時に，対外投資を受
け入れる国や地域の住民から高い信頼を得るには，海外進出企業は国内企業よ
り何倍もの努力が必要となる。
　これまで中国企業の海外進出は拡大してきており，また今後も，更に大きく
邁進していくに違いない。一方で，様々な難問と課題に直面しているのも事実
である。企業側はリスク意識を高め，真剣且つ慎重に対策を立てて，対外投資
の展開を進めるべきである。また，中国企業はいずれ各国の強い産業分野及び，
各国で形成された様々な「国家的イメージ」に気づき，これを求めて，投資拡
大をしていくであろう。近い将来，このような投資が本格的に動きだした時に
は，新たなビジネスモデルが創出され，世界のビジネスの展開と産業構図の再
編に拍車がかけられることになるであろう。
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